
別記様式第ニ 

開発行為許可申請書 

都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請し 

ます。 

                     年   月   日 

 

小 田 原 市 長  様 

            許可申請者住所 

                 氏名          ◯印  

 

※手数料欄 

 

 

 

 

 

 

１ 
開発区域に含まれる

地域の名称 

 

２ 開発区域の面積              平方メートル 

３ 予定建築物等の用途 
 

４ 工事施工者住所氏名 
 

５ 工事着手予定年月日        年   月   日 

６ 工事完了予定年月日        年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するも
の、自己の業務の用に供す
るもの、その他のものの別 

 

８ 
法第34条の該当号及び

該当する理由 

 

開 
 

発 
 

行 
 

為 
 

の 
 

概 
 

要 

９ その他必要な事項 
 

※ 受付番号       年    月    日  第     号 

※ 許可に付した条件 

※ 許可番号       年    月    日  第     号 

 備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び 
     代表者の氏名を記載すること。 
    ２ 許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で 
     行う場合においては、押印を省略することができる。 
    ３ ※印のある欄は記載しないこと。 
    ４ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為 
     が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。 
    ５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地 
     法その他の法令による許可、許可等を要する場合には、その手続の状況 
     を記載すること。 



様式第１号（第２条関係） 

設計説明書 

設

計

の 

方

針 

 

工区の名称 工区面積 着手予定年月日 完了予定年月日

    

    

工

区 

計

画     

用 途 地 域 その他の地域地区 区域 
区分 

□市街化区域 
□市街化調整区域 
□その他の区域 

地域
地区   

 宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 その他 計 

面 積 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

土

地

の

現

況

 
 
 
 
 
 
 

開
発
区
域
内
の 

概

要

地
目
別
の

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

比 率 
％ ％ ％ ％ ％ ％

１００ 

 宅地等用地 公共施設用地 公益的施設用地その他の用地 計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
土地利用 

計  画 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％

街 区 数       街区 最大街区面積 ㎡ 街区最長辺長 ｍ 

最大区画面積 ㎡ 最小区画面積 ㎡ 平均区画面積 ㎡ 

予定建築物等の
用途 

   その他 計 

街
区
の
設
定
計
画 区画数 
（戸数）

     

 道路用地 公園用地 排水施設用地 その他の用地 計 

面  積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
公共施

設用地

の内訳 開発区域の面積
に対する比率 

％ ％ ％ ％ ％ 

名  称    その他の用地 計 

面  積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
公益的

施設 

用地の

内訳 開発区域の面積
に対する比率 

％ ％ ％ ％ ％ 

  備考 
   １ 設計の方針の欄には、当該開発行為の目的、開発計画の設計に関して特に留

意したこと等を記入してください。 
   ２ 区画数欄には、予定建築物の用途が住宅の場合は、住宅の戸数を括弧書きで

記入してください。 
   ３ 公益的施設用地の内訳の欄には、小学校、保育所、診療所、日用品の店舗、

ごみ置場等を記入してください。 



付表１ 

従前の公共施設一覧表 従前の公共施設の有無 有  無

概    要 
従前の

公 共   

施設の

名 称    

新旧対

照図に

付した

番号 

廃止、     

付替え、    

拡幅等     

の 別     
幅員 

（管径）
延長 面積 

管理者

の名称

所有者 

の名称 
摘 要

ｍ ｍ ㎡

  備考 
   １ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 
   ２ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してくだ

さい。 



付表２ 

新設する公共施設一覧表 新設する公共施設の有無 有  無

概    要 新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 
幅員 

（管径） 
延長 面積 

管理者と

なるべき

者の名称

所有者と

なるべき

者の名称 

摘 要 

ｍ ｍ ㎡

  備考 
   １ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 
   ２ 概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷

の面積を記入してください。 
   ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してくだ

さい。 
   ４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要の欄に記入してくださ

い。 



付表３ 

付替えに係る公共施設一覧表 付替えに係る公共施設の有無 有  無

従 前 の 公 共 施 設           付替えに係る公共施設 

名   称 

新旧対

照図に

付した

番号 

土地所有者

の名称 
名   称

新旧対

照図に

付した

番号 

付替え後に

おける従前

の公共施設

用地の帰属 

摘 要 

  備考 
   １ 都市計画法第４０条第１項の規定により公共施設の付替えをする場合に記入

してください。 
   ２ 付替えに係る公共施設の欄には、従前の公共施設に対応する新設の公共施設

の名称及び番号を記入してください。 



様式第２号（第３条関係） 

開発行為の施行等の同意書 

  年  月  日  

 

  開発者 住  所 

      氏  名            様 

 

                 権利者 住  所 

                     氏  名            ◯印  

                     電話番号 

                  （法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名） 

 

  私が権利を有する次の物件について開発行為の施行及び開発行為に関する工事を行

うことを同意します。 

  なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。 

物件の種類 所在及び地番 面  積 権利の種別 摘  要 

  ㎡   

  備考 １ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を本人が自筆で記入したとき 

       は、押印を省略することができます。 

     ２ 面積の欄に記入した数字の根拠（実測又は土地登記簿）について摘要の 

       欄に記入してください。 



付表 

開発区域内権利者一覧表 

物件の

種 類 
所在及び地番 地目 面 積

権利の

種 別
権利者の氏名

同意の

有 無 
摘 要

㎡

 備考 １ 物件の種類の欄には、土地、建物等の種別を記入してください。 
    ２ 権利の種別の欄には、所有権、抵当権等の別を記入してください。 
    ３ 同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合は、その経過を示す 

  説明書を添えてください。 
    ４ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してく 

  ださい。 
    ５ 面積の欄に記入した数字の根拠（実測又は土地登記簿）について摘要の欄 
      に記入してください。 



別記様式第三 

資金計画書（その１） 

 

１．収  支  計  画                                             （単位：千円） 

科目 金額 

収 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入 

 

 

処 分 収 入

 

宅 地 処 分 収 入

 

補 助 負 担 金

 

自 己 資 金 

 

借 入 金 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 

 

 

用 地 費 

 

工 事 費 

 

整地工事費 

 

道路工事費 

 

排水施設工事費 

 

給水施設工事費 

 

附 帯 工 事 費

 

事 務 費 

 

借 入 金 利 息

 

借 入 償 還 金

 

 

 計   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第三 

資金計画書（その２） 

 

２．年度別資金計画                                             （単位：千円） 

年    度

科    目 
    年度     年度     年度 計 

支 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 

 

 

事 業 費 

 

用地費 

 

工事費 

 

附帯工事費 

 

事務費 

 

借入金利息 

 

借 入 償 還 金

 

 

 

 計   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入 

 

 

自 己 資

金 

 

借 入

金 

 

処 分 収

入 

 

宅地処分収入 

 

補 助 負 担

金 

 

 

 計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借入金の借入先 



様式第５号（第５条関係） 

申請者の資力及び信用に関する申告書 

年  月  日  

  小 田 原 市 長  様 

                 申請者 住  所 

                     氏  名            ◯印  

                     電話番号 

                  （法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名） 

  都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する必要な資力及び信用について次のと

おり申告します。 

設立年月日   年  月  日 資 本 金 千円

法令による登録等  

従業員数          人（うち土木建築関係技術者   人）

前年度事業量 千円 資 産 総 額       千円

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税     千円 事業税     千円 

主たる取引金融機関  

工事監理者の住所及び氏名  

職   名 氏    名 年 齢 在社年数 資格、免許、学歴その他

  歳 年  

     

     

役

員

略

歴
 
 
 
 
 
 

     

工事の名称 工事施行者 工事施行場所 面 積 許認可の年月日及び番号 着工及び完了の年月

   ㎡  年 月 日 
第    号 

  年  月着工
  年  月完了

     年 月 日 
第    号 

  年  月着工
  年  月完了

     年 月 日 
第    号 

  年  月着工
  年  月完了

     年 月 日 
第    号 

  年  月着工
  年  月完了

宅

地

造

成

経

歴

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      年 月 日 

第    号 
  年  月着工
  年  月完了

  備考 
   １ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を本人が自筆で記入したときは、押印を

省略することができます。 
   ２ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の免許、建

築士法による建築士事務所の登録、建設業法による建設業者の登録等について記入し
てください。 

   ３ 次に掲げる書類を添付してください。 
    (1) 前年度に係る法人税及び事業税の納税証明書又は前年に係る所得税の納税証明書 
    (2) 法人の登記簿謄本（個人の場合は住民票） 
    (3) 事業経歴書 



様式第６号（第５条関係） 

工事施行者の能力に関する申告書 

年  月  日  

  小 田 原 市 長  様 

                     住  所 

               申 請 者 氏  名            ◯印  

                     電話番号 

                     住  所 
               工事施行者 氏  名            ◯印  

                     電話番号 
                  （法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名） 

  都市計画法第３３条第１項第１３号に規定する必要な能力について次のとおり申告

します。 

設立年月日 年  月  日 資 本 金 千円

法令による登録等  
事   務 技   術 労   務 計 

従業員数 
人 人 人 人

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税     千円 事業税     千円 

主たる取引金融機関  

建設業法第２６条による主

任技術者の住所及び氏名             

 

職   名 氏    名 年 齢 在社年数 資格、免許、学歴その他
  歳 年  

     

     

技
術
者
略
歴

 
 
 
 
 
 

     

注文主の氏名 元請、下請の別 工事施行場所 面   積 許認可年月 完了年月
   ㎡  年 月 日  年 月

     年 月 日  年 月

    
 年 月 日  年 月

     年 月 日  年 月

宅
地
造
成
工
事
等
施
行
経
歴      年 月 日  年 月

  備考 
   １ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を本人が自筆で記入したときは、押印を

省略することができます。 
   ２ 法令による登録等の欄には、建設業法による建設業者の登録、建築士法による建築

士事務所の登録等について記入してください。 
   ３ 次に掲げる書類を添付してください。 
    (1) 前年度に係る法人税及び事業税の納税証明書又は前年に係る所得税の納税証明書 
    (2) 法人の登記簿謄本（個人の場合は履歴書） 
    (3) 事業経歴書 
    (4) 建設業の許可証明書の写し 



様式第３号（第４条関係） 

設計者の資格に関する申告書 

年  月  日  

  小 田 原 市 長         様 

                 設計者 住  所 

                     氏  名            ◯印  

                              年  月  日生 

                     電話番号 

                  （法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名） 

  次のとおり都市計画法第３１条に規定する設計者の資格について申告します。 

資 格 内 容 取得年月日 登録又は合格の番号 に
よ
る
資
格

建
築
士
法
等

□１級建築士 

□技 術 士（     部門）

□そ の 他（       ）

 年  月  日 
 

学校の名称 学部及び学科 所 在 地 修業年限 学 

歴     

勤 務 先 所 在 地 職  名 在職期間（合計 年 月）

    年 月から 年 月まで

    年 月から 年 月まで

    年 月から 年 月まで

実

務

経

歴
 
 
 
 
 
 
     年 月から 年 月まで

事業主体 工事施行者 工事施行場所 面 積 許認可の番号及び年月日

   ㎡ 第    号 
  年  月  日

    第    号 
  年  月  日

    第    号 
  年  月  日

    第    号 
  年  月  日

設

計

経

歴

 
 
 
 
 
 
 
 

    第    号 
  年  月  日

都市計画法施行規則第１９条の該当資格
□第１号 
□第２号 

イロハニホヘト 

  備考 
   １ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を本人が自筆で記入したときは、押印を

省略することができます。 
   ２ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入してください。 
   ３ 実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入してください。 
   ４ 都市計画法施行規則第１９条に規定する資格を有することを証する書類を添

付してください。 



様式第１２号（第１１条関係） 

工事着手届 

 

年  月  日  

  小 田 原 市 長  様 

 

                 届出者 住  所 

                     氏  名            ◯印  

                     電話番号 

                  （法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名） 

 

  次のとおり開発行為に関する工事に着手したので、届け出ます。 

開発許可の年月日及び番号    年   月   日  第       号

開 発 区 域 に 含 ま れ る             

地 域 の 名 称             

 

工 事 着 手 年 月 日             
 

住      所 
            電話番号 工

事
施
行
者 氏      名 

 

住      所 
            電話番号 

氏      名 
 

連 絡 場 所         
            電話番号 

工

事

監

理

者

 
 
 
 
 
 
 
 

資 格 、 免 許 等         
 

※処理欄 

  備考 
   １ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を本人が自筆で記入したときは、

押印を省略することができます。 
   ２ ※印の欄には、記入しないでください。 
 



別記様式第五 

 

 

公共施設工事完了届出書 

 

                             年   月   日 

小 田 原 市 長  様 

                届出者 住所 

                    氏名               ◯印  

 

      都市計画法第36条第１項の規定により、公共施設に関する工事 

      （許可番号   年   月   日  第     号）が 

      下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

１ 工事完了年月日      年    月    日 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域 
  又は工区に含まれる地域の名称 

３ 工事を完了した公共施設 

 

※ 受付番号      年    月    日  第     号 

※ 検査年月日          年     月     日 

※ 検査結果 合       否 

※ 検査済証番号      年    月    日  第     号 

※ 工事完了公告年月日          年     月     日 

 備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び 
     代表者の氏名を記載すること。 
    ２ 許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で 
     行う場合においては、押印を省略することができる。 
    ３ ※印のある欄は記載しないこと。 



別記様式第四 

 

 

工事完了届出書 

 

                             年   月   日 

小 田 原 市 長  様 

                届出者 住所 

                    氏名               ◯印  

 

      都市計画法第36条第１項の規定により、開発行為に関する工事 

      （許可番号   年   月   日  第     号）が 

      下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

１ 工 事 完 了 年 月 日      年    月    日 

２ 工事を完了した開発区域又は 

  工区に含まれる地域の名称 

 

※ 受付番号      年    月    日  第     号 

※ 検査年月日      年    月    日 

※ 検査結果 合       否 

※ 検査済証番号      年    月    日  第     号 

※ 工事完了公告年月日      年    月    日 

 備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び 
     代表者の氏名を記載すること。 
    ２ 許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で 
     行う場合においては、押印を省略することができる。 
    ３ ※印のある欄は記載しないこと。 
 


